
【第１部】

プログラム

オンライン開催
※本年度はオンライン（Zoomウェビナー）で参加する方を募集します。

2025年12月３日㈬
　第１部（基調講演、研究成果発表）　13：00～14：55
　第２部（分科会）15：10～16：40

会員（社労士であればどなたでも参加が可能です）

無料

第１部：1,000名　第２部：各分科会500名
※申込数が定員に達した場合、受付終了となります。

右記二次元コードまたは連合会ホームページ会員専用ページ「注目トピックス」
から申込ページにアクセスいただきお申し込みください。

2025年10月１日㈬ 10：00～開催当日

　社会保険労務士総合研究機構では、「労働法制・労務管理」「年金・社会保障」及びこれに関連する研
究発表の場の継続的な提供、研究成果の普及・発信を行い、企業の健全な発達や労働者等の福祉の向上
に寄与するとともに、社労士の地位向上に貢献することを目的として、毎年、「社労士社会政策研究会」
を開催しています。
　本年度においても以下のとおり開催しますので、この機会にぜひ、ご参加ください。

第８回 社労士社会政策研究会
開催のご案内

開催概要

実施方法

日 程

対 象 者

参 加 費

定 員

申込方法

申込期間

時　間 内　容

13：00～13：05 開会

13：05～13：10 開会挨拶　若林　正清　連合会会長

13：10～14：00 （1）基調講演（50分）
人口戦略と地方創生の重要性―企業・地域・国の連携
講演者：樋口　美雄（慶應義塾大学名誉教授）

14：00～14：10 休憩

社会保険労務士
総 合 研 究 機 構総研レポート
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【第２部】分科会（2テーマ同時開催）
※２テーマ同時進行で行いますので、分科会①、②いずれかを選択しご参加ください（両方のプログラムに参加することはできません）

14：10～14：50 （2）研究成果発表（40分）
茨城県の中小企業における人材不足の一考察～採用と定着を中心に～
発表者：岡本　淑子（茨城会）

＜報告要旨＞
　少子高齢化の進展により労働力人口が減少し、企業にとって人材不足は深刻な問題となりつつある。また近年の
東京一極化集中による地方の過疎化は地方経済を衰退させたばかりか、労働力不足がそのまま人材難という形で中
小企業を直撃していく。
　東京という大都市に近接している茨城県は、県北・県西地域にものづくり産業が集積し、つくば・東海地区は科
学技術の拠点となっているため雇用の場には恵まれているものの、若年者の東京圏への県外流出は年々増加している。
このままでは、若年者層の人材の確保がますます困難な状態になる。
　従業員が退職していく中で、会社は新たな人材を採用していかなければ、5年後、10年後には働く人がいなくなり
中小企業だけでなく、その地域までも衰退してしまう。そうなる前に、企業は今から対策を取らなければならない。
　そこで、東京圏に近接する茨城県の若年者が県外流出している現状を踏まえて、茨城県における中小企業の人材不
足の現状と人材確保及び定着ができていない要因を明らかにする。さらに、会社にとって必要な人材を確保し従業員
が辞めずに継続就労していくために、中小企業はどのような対策を取らなければならないのかを追究する。

14：50～14：55 （3）研究助成制度に関する説明（5分）
村田　毅之　社労士総研所長

時　間 内　容

15：10～16：40 分科会①（90分）
地域を動かす社労士の実践知―地方創生の現場に立つために必要なこと
発表者：伴　芳夫（福岡会）
コメンテーター：樋口　美雄（慶應義塾大学名誉教授）
進行役：八木　裕之（大阪会）

＜報告要旨＞
　なぜ今、社労士が地方創生に関わるべきなのか――。
　鍵を握るのは、「人」の定着と活躍、そして地域と企業、制度と暮らしを“つなぐ力”です。労働・雇用・働き方の
制度と実務に精通する私たち社労士こそ、地域の持続的成長を支える専門職としての役割が期待されています。
　本報告では、福岡県での働き方改革大賞受賞の裏側、働き方をテーマにしたイベントの開催、長崎県の離島での
ワーケーション事業など、実際の事例を通じて、制度を地域の文脈に翻訳し、地域課題に向き合う社労士の新たな
関わり方を紹介します。
　人的資本経営の支援者として、多様な働き方を実現する制度設計者として、そして地域をつなぐコーディネーターと
して、これからの社労士像を見つめ直すきっかけとなる内容を報告・議論します。

15：10～16：40 分科会②（90分）
社会保障の向上・増進と社会保険労務士の役割
発表者：山本　麻由美（東京会）
コメンテーター：百瀬　優（流通経済大学経済学部教授）
進行役：深澤　理香（東京会）

＜報告要旨＞
　2025年6月18日に第9次社会保険労務士法改正が行われ、社労士の業務や役割について一層の整備がなされた。
これにより第一条は「社会保険労務士は、労働及び社会保険に関する法令の円滑な実施を通じて適切な労務管理の
確立及び個人の尊厳が保持された適正な労働環境の形成に寄与することにより、事業の健全な発達と労働者等の福
祉の向上並びに社会保障の向上及び増進に資し、もつて豊かな国民生活及び活力ある経済社会の実現に資すること
を使命とする。」（下線は報告者が改正で新規に追加された文言に付した）となった。
　社労士法が成立した1968年は、高度経済成長期にあって被用者保険の被保険者が増え、給付も拡充している時
期であった。そのような中で社労士は業務を拡大しながら制度の円滑な実施を支えてきた。それでは、経済状況や人
口構成が変わり、社会保障の規模もすでに大きい現在の日本において、これから「社会保障の向上及び増進」で目
指すものは何だろうか。少なくとも給付の拡充だけではないだろう。
　社労士法が改正されたこの機会に、社会保障が対応してきた課題を振り返りつつ、現在直面している課題を確認し、
社労士だからこそできる貢献は何か議論したい。

全国社会保険労務士会連合会　社会保険労務士総合研究機構　TEL：03-6225-4864問い合わせ先
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